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資料 2-1 予測対象項目・ケース設定について（案） 

（1）基本方針 

審査会意見 基本的な対応方針 備 考 

①最大の条件で、安全側で予

測すれば良いというのは間違

い。 

②処理方式が複数ある場合、

方式ごとの計画・前提条件お

よび予測結果を示すべき。 

 処理方式およびメーカーの技術により前提条件の幅が考えられ、それにより予測結

果の数値に一定の変化が生じるものについては、複数ケースの条件・予測を示す。 

 前提条件の幅は、処理方式による幅（②の考慮）、および当該方式において考えうる

幅（①の考慮）の双方を勘案した全体の変動幅を考慮し、当該幅の最大・最小の条件

を複数予測ケースとして設定することを基本とする。 

 但し、処理方式の違いによる変動幅が大きいと想定されるもの（焼却灰の内訳）につ

いては、処理方式による条件の幅を複数予測ケースとして設定する。 

 流動床については参入意欲のあったメーカ

ーが 1 社であり、当該メーカーヒアリング

に基づく排ガス条件等を示すとメーカー特

定に繋がるリスクがある。 

 流動床の処理方式による幅を考慮する場

合、最大・最小の条件・予測値の幅を示す

ことができない。 

 

（2）予測項目ごとの対応方針および評価書での掲載イメージ 

環境要素 主要な前提条件 主な前提条件の幅 予測値等の変化 評価書での対応ケース 

大気質 

(煙突排ガス) 

 

排ガス条件 

（排ガス量・温度等） 

施設配置・建屋サイズ 

 処理方式およびメーカー技術による変動幅がある。 

 但し、流動床の条件は、ストーカーでの変動幅の中に収まる。 

 施設配置・建屋サイズについては、大きな相違はない。  （※

下記の騒音・振動参照） 

排ガス条件に、一定の予測

値の変化が生じる。 

2 ケース（排ガス条件） 

（最大・最小） 

※排ガス量の数値は、メーカー特定を避け

るため、四捨五入した概略値の幅で示す。 

※排ガス量最小時の予測の結果影響が小さ

い場合は、評価書本編での結果掲載は簡略

化することも考えられる。 

悪 臭 

 

 

排ガス条件 

（排ガス量・温度等） 

施設配置・建屋サイズ 

いずれのケースでも予測

値（基準値未満であるこ

と）に変化は生じない。 

1 ケース 

（単一条件） 

騒音・振動 

(施設稼働) 

 

 

 

 

 

主要設備の種類 

主要設備の配置 

 処理方式による主な騒音・振動発生機器の相違は一部のみで

ある。 

 施設配置・建屋サイズについては、大きな相違はない。  （※

下記参照） 

予測値（敷地境界・最寄り

住居）は、処理方式による

変化は小さい。 

1 ケース 

（単一条件） 

施設配置 

建屋サイズ 

 平面的な施設配置は、用地の形状・車両動線等を勘案すると、

処理方式による違いはないと考えられる。 

 建屋サイズ・高さは、プラットホームへの車両動線はランプ

ウエイ方式を採用していること、処理能力が同等の流動床の

既存整備事例も踏まえ、処理方式による大きな違いはないと

考えられる。 

施設配置・建屋サイズ等に

よる予測値の変化は小さ

い。 景 観 

 

 

1 ケース 

（単一条件） 
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環境要素 主要な前提条件 主な前提条件の幅 予測値等の変化 評価書での対応ケース 

廃棄物 

(焼却灰) 

 

焼却灰の量・内訳  ごみ量、ごみ質は固定の条件のため、処理方式による焼却灰

の量（合計）の違いは生じない。 

 ただし、処理方式により主灰・飛灰の内訳が異なると想定さ

れる。 

焼却灰の内訳（主灰・飛灰）

の違いがある。 

2 ケース（焼却灰） 

（処理方式の違いによる内訳

相違） 

温室効果ガ

ス 

(発電量) 

 

熱利用効率 

発電機の容量 

 熱利用効率・発電機容量は、処理方式による相違はない。 

 メーカー技術により熱利用効率が異なってくると考えられる

が、当該相違はメーカー独自の技術情報である。 

温室効果ガスの削減効果

（発電量）はプラスの効果

であり、平均値により評価

している。処理方式による

変化は生じない。 

1 ケース 

（単一条件） 
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資料 2-2 第２章（事業計画）の主な修正箇所 

１．評価書での修正案 

＜準備書 P.2-12＞ 
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＜準備書 P.2-13＞ 
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資料 2-3 焼却方式の違い（ストーカー・流動床）による想定条件の比較・整理 

 

１．排ガス条件（排ガス量、排ガス温度等） 

（１）各処理方式の煙源条件 

予測に用いた煙源条件および各処理方式の煙源条件は、表-1 に示すとおりである。 

 

表-1 焼却施設の煙源条件 

項 目 
計画施設 

（準備書掲載） 
ストーカ方式 流動床方式 

煙突高 59 m 

煙突頂口径 0.72 m 0.59 m～0.72 m 0.70 m 

排ガス量（湿り） 29,000 m3N/h×2 炉 

18,000 m3
N/h×2 炉 

（約 62％）※ 

～ 

29,000 m3
N/h×2 炉 

（100％）※ 

22,000 m3
N/h×2 炉 

（約 76％）※ 

排ガス量（乾き） 25,000 m3N/h×2 炉 

15,000 m3
N/h×2 炉 

（約 60％） 

～ 

25,000 m3
N/h×2 炉 

（100％）※ 

18,000 m3
N/h×2 炉 

（約 72％）※ 

排ガス温度 140 ℃ 140 ℃～190℃ 160 ℃ 

吐出速度 25.3 m/s～29.8 m/s 

排
出
濃
度 

硫黄酸化物 30 ppm 
窒素酸化物 50 ppm 
ばいじん 0.01 g/m3N 
塩化水素 30 ppm 
水銀 30 ppm 
ダイオキシン類 0.1 ng-TEQ/m3N 

※準備書掲載の予測条件を 100%としたときの割合を示す。 

 

  

資料 2-3 



2 

（２）施設騒音に係る発生源条件（発生源レベル・配置等） 

予測に用いた煙源条件および各処理方式の騒音源条件は、表-2 および図-1 に示すとおりである。 

 

表-2 騒音発生源の騒音レベル 

No. 施設 機器名称 
台数 

（台） 

騒音レベル 

（dB） 
稼働時間 

処理方式 

ストーカ 流 動 床 

1 

焼却施設 

機器冷却水冷却塔 1 95 24 時間 ○ ○ 

2 ごみクレーン 2 112 24 時間 ○ ○ 

3 低圧蒸気復水器 2 101 24 時間 ○ ○ 

4 ろ過式集じん器 2 93 24 時間 ○ ○ 

5 押込送風機 2 98 24 時間 ○ ○ 

6 脱臭ファン 2 100 24 時間 ○ ○ 

7 灰クレーン 1 95 24 時間 ○ ○ 

8 誘引送風機 2 109 24 時間 ○ ○ 

9 空気圧縮機 4 110 24 時間 ○ ○ 

10 排ガス循環ファン 2 93 24 時間 ○ ○ 

11 二次送風機 2 100 24 時間 ○ ○ 

12 
焼却施設/バイ

オガス化施設 
破砕装置 2 98 6～22 時 ○ ○ 

13 

焼却施設 

可燃性粗大ごみ処理装置 1 100 9～17 時 ○ ○ 

14 エアカーテン 2 84 9～17 時 ○ ○ 

15 蒸気タービン発電機 1 93 24 時間 ○ ○ 

16 蒸気タービン 1 102 24 時間 ○ ○ 

17 脱気器給水ポンプ 2 110 24 時間 ○ ○ 

18 プラント用水揚水ポンプ 2 90 24 時間 ○ ○ 

19 混練機 2 90 24 時間 ○ ○ 

20 機器冷却水ポンプ 2 95 24 時間 ○ ○ 

21 ボイラ給水ポンプ 2 110 24 時間 ○ ○ 

22 ストーカ駆動装置 2 112 24 時間 ○ － 

追加 受入ごみ破砕機 2 80 24 時間 － ○ 

23 
焼却施設/バイ

オガス化施設 
破砕選別装置 2 105 24 時間 ○ ○ 

24 焼却施設 排水処理設備用ブロワ 2 90 24 時間 ○ ○ 

25 
バイオガス化

施設 

バイオガス発電機 2 121 24 時間 ○ ○ 

26 脱水装置 1 85 24 時間 ○ ○ 

27 発酵槽投入ポンプ 1 94 24 時間 ○ ○ 

28 脱臭ファン 1 82 24 時間 ○ ○ 

29 

リサイクル施

設 

ごみクレーン 1 87 9～17 時 ○ ○ 

30 粒度選別機 1 85 10～15 時 ○ ○ 

31 磁選機 1 89 10～15 時 ○ ○ 

32 アルミ選別機 1 83 10～15 時 ○ ○ 

33 排風機 1 95 9～17 時 ○ ○ 

34 貯留バンカ 3 81 10～15 時 ○ ○ 

35 高速回転式破砕機 1 108 10～15 時 ○ ○ 

36 低速回転式破砕機 1 98 10～15 時 ○ ○ 

37 低速回転式破砕機油圧ユニット 1 100 10～15 時 ○ ○ 

38 不燃・粗大ごみ受入ホッパ 2 104 10～15 時 ○ ○ 

39 
汚泥再生処理

センター 

高濃度臭気ファン 1 87 24 時間 ○ ○ 

40 低濃度臭気ファン 1 83 24 時間 ○ ○ 

41 曝気ブロワ 1 90 24 時間 ○ ○ 

42 真空ポンプ 1 80 24 時間 ○ ○ 
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全体配置図 

 

焼却施設・バイオガス化施設・リサイクル施設 

5F 

 

4F 

 

3F 

 

2F 

 

図-1(1) 施設機器の配置  

予測対象 

予測対象 

流動床方式の場合は 

受入ごみ破砕機が 2 基 
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焼却施設・バイオガス化施設・リサイクル施設 

1F 

 

B1F 

 

汚泥再生処理センター 

2F 

 

1F 

 

B1F 

 

図-1(2) 施設機器の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流動床方式の 

場合は不要 
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２．評価書での修正案 

（１）各処理方式の煙源条件 

＜準備書 P.8.1-107＞ 
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（２）施設騒音に係る発生源条件（発生源レベル・配置等） 

＜準備書 P.8.2-38＞ 
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資料 2-4 白煙防止・発電容量等に係る記載案（第 2章 事業計画） 

１．評価書での修正案 

＜準備書 P.2-13＞ 
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資料 2-5 自動車排ガス予測式における排出量について 

 

１．予測式における排出量の設定方法 

 予測は、「道路環境影響評価の

技術手法（平成 24 年度版）」に

基づき実施しています。 

 予測においては、対象道路上に

点煙源を連続して配置し、各々

の点煙源から排出される大気

汚染物質の濃度を合成して求

めます。 

 予測式におけるＱ（点煙源の大

気汚染物質の排出量：ml/s）は、

Ｑt（時間別平均排出量：ml/m/s）

に、各点煙源が代表する道路長

（m）を乗じて算出・設定しま

す。 

 点煙源は、車道部の中央に、予

測断面を中心に前後合わせて

400ｍの区間に配置します。当

該点煙源の間隔（＝各点煙源が

代表する道路長）は、予測断面

の前後 20ｍの区間では 2ｍ間

隔で、その両側それぞれ 180ｍ

の区間では 10ｍ間隔で配置し

ます。 

 上記の、ＱとＱtの関係、およ

び点煙源の配置間隔について、

評価書において説明を追記し

ます。 
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２．評価書での修正案 

 

＜準備書 P.8.1-141～142＞ 
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資料 2-6 自動車排出係数の説明記載の修正について 

１．評価書での修正案 

＜準備書 P.8.1-145～146＞ 
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資料 2-7 煙突高さ 80ｍでの短期予測の追加実施および総合評価の修正について 

 

１．煙突高さ 80ｍでの短期予測結果 

 環境影響評価の直接的な対象である「焼却施設」を対象に、準備書で想定した排ガス条件および建

屋形状等を考慮して、煙突高さ 80m の場合の短期濃度の予測を追加実施しました。 

 短期予測の結果、80ｍ案に比べ 59ｍでは排ガスの寄与濃度は高くなる傾向が見られるものの、いず

れの項目も環境基準等に基づき設定した環境保全目標値を満足することが確認できました。（次ペ

ージ以降参照） 

 本環境影響評価においては、いずれの案についても、環境基準等に基づき設定した環境保全目標値

を満足することを重視し、大気質の評価については、いずれの案も同等と評価しました。 

 評価書（第 13 章）においては、本短期予測の結果を追加し、煙突高さの決定にあたり考慮したこと

を記載します。（次ページ以降参照） 

 

※なお、ダウンドラフトの予測については、追加意見を踏まえて風速・大気安定度等を再度見直し、

予測・評価の見直しを行います。 
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２．評価書での修正案 

＜準備書 P.13-3～＞ 
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追加意見を踏まえて再予測予定 
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資料 2-8 焼却施設・バイオガス化施設・斎場の排気口位置等 

 

１．焼却施設・バイオガス化施設・斎場の排気口位置等 

 

評価書では、「予測計算上の条件」として、斎場およびバイオガス化施設の排気口位置のほか、各施設

の建屋形状を示す側面図を追加掲載します。 

また、バイオガス化施設の煙上昇については、補足説明を追記します。 

（※詳細は、「２．評価書での修正案」参照） 
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２．評価書での修正案 

（１）煙源条件 

＜準備書 P.8.1-109～＞ 
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資料 2-9 煙突排ガス予測結果の評価書掲載・構成案について 

 

１．基本的な構成方針・考え方 

 評価書作成において留意する必要がある、煙突排ガス予測のケースについては、以下の複数のケー

ス・組み合わせが考えられます。 

＜煙突排ガス予測の対象ケース＞ 

（1） 焼却施設の排ガス量の変動幅（ガス量大・小の 2ケース） 

（2） 各施設の単独影響・複合影響の区分 

（3） 現地拡散実験の補正を考慮・考慮なしの区分 

 これらのケースの組み合わせにより、多数の予測結果のケースが生じますが、主に評価対象とすべ

き施設、一般市民も踏まえた見やすさ等に留意し、下表に示す評価書での掲載構成（案）を考えて

います。 

 

 

２．煙突排ガス予測結果の掲載パターン（案） （長期・短期予測結果、長期コンター図） 

 

 

本編 資料編 本編 資料編

ガス量大 － ○ ○ －

ガス量小 － － － ○

ガス量大 － ○ － ○

ガス量小 － － － ○

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

ガス量大 － － ○ －

ガス量小 － － － ○

ガス量大 － － － ○

ガス量小 － － － ○

ガス量大 － ○ － ○

ガス量小 － － － －

ガス量大 ○ － － ○

ガス量小 － － － －

②バイオガス化施設
（ごみ処理施設）

③斎場
（関連施設）

単
独
影
響

複
合
影
響

考え方・課題等

・単独影響については、主の評価対
象となる焼却施設の結果のみ掲載す
る。

・影響が大きくなる「ガス量大」の
ケースを主の評価対象（本編掲載）
とする。

・審査会意見を踏まえ、主に評価対
象とする結果（本編掲載）は「拡散
実験補正あり」のケースとする。

①焼却施設
（ごみ処理施設）

①焼却施設
②バイオガス化施設
③斎場

準備書
区　分

拡散実験
補正

予測
ケース

評価書

補正なし

補正あり

補正なし

補正あり

補正なし

補正あり

補正なし

補正あり

①焼却施設
②バイオガス化施設

補正あり

補正なし

・審査会意見を踏まえ、「①焼却施
設＋②バイオガス化施設」の複合影
響を掲載する。

・なお、本編には、このうちで影響
が大きくなる「ガス量大」および
「拡散実験補正あり」の結果を掲載
し、これを主の評価対象とする。

・③斎場影響を考慮した複合予測結
果は、参考として、資料編に掲載す
る。

・但し、参考掲載であることにも留
意し、影響が大きくなる「ガス量
大」のケースの結果を掲載対象とす
る。
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資料 2-10 施設騒音に係る壁部材、透過損失、開口部等 

 

１．施設騒音に係る壁部材、透過損失、開口部等 

（１）音源の騒音レベル等 

予測に考慮した騒音発生源、設備配置は表-1 および図-1 に示すとおりである。 

表-1 騒音発生源の騒音レベル 

No. 施設 機器名称 
台数 

（台） 

騒音レベル※1

（dB） 
稼働時間 備 考 

1 

焼却施設 

機器冷却水冷却塔 1 95 24 時間  

2 ごみクレーン 2 112 24 時間  

3 低圧蒸気復水器 2 101 24 時間 防音室設定 

4 ろ過式集じん器 2 93 24 時間  

5 押込送風機 2 98 24 時間 防音室設定 

6 脱臭ファン 2 100 24 時間  

7 灰クレーン 1 95 24 時間  

8 誘引送風機 2 109 24 時間 防音室設定 

9 空気圧縮機 4 110 24 時間 防音室設定 

10 排ガス循環ファン 2 93 24 時間  

11 二次送風機 2 100 24 時間 防音室設定 

12 焼却施設/バイオガス化施設 破砕装置 2 98 6～22 時  

13 

焼却施設 

可燃性粗大ごみ処理装置 1 100 9～17 時  

14 エアカーテン 2 84 9～17 時  

15 蒸気タービン発電機 1 93 24 時間 防音室設定 

16 蒸気タービン 1 102 24 時間 防音室設定 

17 脱気器給水ポンプ 2 110 24 時間  

18 プラント用水揚水ポンプ 2 90 24 時間  

19 混練機 2 90 24 時間  

20 機器冷却水ポンプ 2 95 24 時間  

21 ボイラ給水ポンプ 2 110 24 時間  

22 ストーカ駆動装置 2 112 24 時間 防音室設定 

23 焼却施設/バイオガス化施設 破砕選別装置 2 105 24 時間  

24 焼却施設 排水処理設備用ブロワ 2 90 24 時間  

25 

バイオガス化施設 

バイオガス発電機 2 121 24 時間 防音室設定 

26 脱水装置 1 85 24 時間  

27 発酵槽投入ポンプ 1 94 24 時間  

28 脱臭ファン 1 82 24 時間  

29 

リサイクル施設 

ごみクレーン 1 87 9～17 時  

30 粒度選別機 1 85 10～15 時  

31 磁選機 1 89 10～15 時  

32 アルミ選別機 1 83 10～15 時  

33 排風機 1 95 9～17 時  

34 貯留バンカ 3 81 10～15 時  

35 高速回転式破砕機 1 108 10～15 時 防音室設定 

36 低速回転式破砕機 1 98 10～15 時 防音室設定 

37 低速回転式破砕機油圧ユニット 1 100 10～15 時 防音室設定 

38 不燃・粗大ごみ受入ホッパ 2 104 10～15 時  

39 

汚泥再生処理センター 

高濃度臭気ファン 1 87 24 時間  

40 低濃度臭気ファン 1 83 24 時間  

41 曝気ブロワ 1 90 24 時間 防音室設定 

42 真空ポンプ 1 80 24 時間  

注）※：騒音レベルは、機側1m地点の値である。 
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全体配置図 

 

焼却施設・バイオガス化施設・リサイクル施設 

5F 

 

4F 

 

3F 

 

2F 

 

図-1(1) 施設機器の配置 

 

予測対象 

予測対象 
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焼却施設・バイオガス化施設・リサイクル施設 

1F 

 

B1F 

 

汚泥再生処理センター 

2F 

 

1F 

 

B1F 

 

図-1(2) 施設機器の配置 
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（２）壁の透過損失 

壁、床、天井、屋根、窓等開口部に使用する部材の透過損失は、表-2 に示す条件を考慮した。 

 

表-2 使用部材の透過損失 

単位：dB 

部材 使用部分 周波数（Hz） 

焼却施設 
リサイクル施設 

バイオガス化施設 

汚泥再生処

理センター 
125 250 500 1K 2K 4k 平均 

コンクリート 
地下～1階 

の内壁・外

壁、2 階工場棟 

地下の内壁・外

壁、1 階の外壁 

地下の内

壁・外壁 
33  40  49  54  60  66  50.3  

ALC 板 
2 階以上の 

内壁・外壁 

2 階以上の外壁 

1 階以上の内壁 

1 階以上の

内壁・外壁 
31  32  29  37  46  51  37.7  

コンクリート+
グラスウール 表-1 記載の設備機器については、 

内壁にグラスウールを考慮 

37  42  42  50  68  68  51.2  

ALC 板+ 
グラスウール 

37  42  42  50  68  68  51.2  

ガルバニウム

鋼板 
屋 根 21  26  32  38  39  40  32.7  

窓 
外 壁 

22  24  27  29  29  30  26.8  
シャッター・扉 26  26  28  32  38  43  32.2  
ガラリ 28  28  17  21  26  29  24.8  

資料：「騒音制御工学ハンドブック[資料編]」（平成 13 年、社団法人日本騒音制御工学会） 

 

（３）壁の吸音率 

壁、天井、屋根、窓等開口部に使用する部材の吸音率は、表 -3 に示す条件を考慮した。 

 

表 -3 使用部材の吸音率 

部材 
周波数（Hz） 

125 250 500 1K 2K 4k 
平

均 

コンクリート 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.03 0.02 

ALC 板(t100) 0.06 0.05 0.07 0.08 0.09 0.12 0.08 

グラスウール 0.15 0.52 0.84 0.80 0.70 0.81 0.64 

ガルバニウム鋼板 0.13 0.11  0.07 0.03 0.04 0.05 0.07 

窓 0.35 0.25 0.18 0.12 0.07 0.04 0.17 

シャッター・扉 0.13 0.12 0.07 0.04 0.04 0.04 0.07 

ガラリ 0.13 0.11  0.07 0.03 0.04 0.05 0.07 

資料：「騒音制御工学ハンドブック[資料編]」（平成13年、社団法人日本騒音制御工学会） 
注）各部材の使用部分は、表-2と同様である。 
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（４）外壁の割合（参考） 

外壁に使用する部材の設置割合は、表-4(1)～(2)に示す条件を考慮した。 

 

表-4(1) 外壁における部材の割合（焼却施設・バイオガス化施設・リサイクル施設） 

 南 西 北 東 

1 階部分 

コンクリート（壁） 14.1% 15.3% 14.9% 17.6% 

窓 － 0.02% 0.01% 0.05% 

シャッター・扉 3.4% 2.7% 2.6% 0.3% 

2 階以上 

コンクリート（壁） 80.4% 74.9% 79.1% 79.6% 

窓 1.6% 2.4% 2.4% 1.6% 

シャッター・扉 0.5% 0.4% 0.4% 0.9% 

ガラリ － 4.4% 0.7% － 

注）数字の小数点未満は四捨五入してあるため、合計が 100％にならない場合がある。 

表-4(2) 外壁における部材の割合（汚泥再生処理センター） 

 南 西 北 東 

1 階部分 

コンクリート(壁） 24.2% 27.8% 30.5% 24.9% 

窓 4.9% 1.0% 1.2% 2.3% 

シャッター・扉 4.0% 4.1% 0.7% 6.1% 

ガラリ 0.3% 0.6% 0.9% － 

2 階以上 

コンクリート(壁） 62.6% 62.4% 61.4% 57.1% 

シャッター・扉 4.0% 2.3% － － 

ガラリ 4.0% 1.9% 5.3% 9.6% 

注）数字の小数点未満は四捨五入してあるため、合計が 100％にならない場合がある。 
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２．評価書での修正案 

（１）音源の騒音レベル等 

＜準備書 P.8.2-38＞ 
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（２）壁の透過損失 

＜準備書 P.8.2-41＞ 
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資料 2-11 工事中の濁水対策（水質）および事故時の対応について 

 

１．工事中の濁水対策について 

（1）影響低減のための環境保全措置について 

 工事中の濁水流出による公共用水域の水質影響を低減するため、下表に示す環境保全措置を講じ

ることとしています。 

 評価書においては、ご意見いただきました濁水流出対策のための実行可能な措置として、準備書

に掲載した環境保全措置に加えて、下記の措置を追加記載します。 

 

環境保全措置の種類 環境保全措置の内容 

調整池の設置 敷地内の雨水を調整池に集めて沈砂後に下流河川へ放流する。 

ノッチタンク等の併用 
掘削工事時にポンプアップした地下湧水は、可能な限りノッチタンク等に

導水・泥土等を沈降させたうえで、上澄み水を調整池に導水する。 

調整池の浚渫 
調整池における濁水の沈降機能が維持されるよう、定期的な土砂の抜き取

りなど適切な対応に努める。 

地下水湧出量の抑制 
地下躯体工事箇所の掘削工事においては遮水矢板を打設するなどにより、

地下水の湧出量を抑制する。 

速やかな転圧等 
造成の終わった法面等は、速やかな転圧または養生シートでの地表面の被

覆等を行う。 

 

（2）万一の事故時の対応について 

 本環境影響評価においては、万一の事故時の影響の観点での予測・評価は行っていないことから、

万一の事故時の対応については、予測結果を踏まえた環境保全措置として記載しておりません。 

 しかし、万一の事故時の対応についても評価書に明記し、適切な工事実施を図るため、「第 2章 対

象事業の目的および内容 2.2 対象事業の内容 （9）その他対象事業に関する事項 1）環境配

慮の方針」において、下記の配慮事項を追記します。 

 

万一、工事中の車両異常・事故等により油等の流出が生じた場合には、速やかな清掃・復

旧等を行うとともに、必要に応じ、関係機関等と調整のうえ適切に対処する。 
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２．評価書での修正案 

＜準備書 P.8.6-16＞ 
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＜準備書 P.2-27＞ 
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資料 2-12 雨水等の排水経路（図面）について 

 準備書に示す排水経路に誤りがあったため、以下のとおり評価書で修正します。 

＜準備書 P.8.6-11＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜修正後（評価書）＞ 
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資料 2-13 動物・植物・生態系 予測結果及び環境保全措置の見直し 

 
 

対応 委員指摘 

1.予測の見直しとルール 

の整理 

・次回審査会で、影響判断の基準（なぜ Aなのか Bなのかなど）を示していた

だきたい。 

・繁殖の確認された種に関し、影響はないと言い切るのはどうかと思う。 

・予測結果が「B」（影響は小さい）の区分の種は、全て「A」（影響を受ける）

に引き上げるべきではないか。 

・対象事業実施区域内で、その種に対して何らかの影響があるものは、「影響が

ある」とすべき。 

・特に両生類などの移動能力が小さい種に関しては、繁殖が確認されたものに

ついては影響があると考えるのが妥当で、別途保全措置を実施すべき。少な

くとも、重要な種とリストアップされているものについては、そうした対応

をされるべき。 

2.科学的根拠の提示 

（事例の引用または解析） 

・「事例の引用または解析」の内容が分からない。もう少し科学的な根拠をもっ

た記載が必要ではないか。例えば、何％がこれに当たる（改変される）など

の情報は示せないのか。 

3.環境保全措置の見直し ・動物は移動するため、工事前にいくら移動しても、工事中に入ってくる可能

性がある。できるだけ侵入してこないような対策をするとよい。 

・ナゴヤダルマガエル移植の際、一緒に見つかった生物は合わせて移植すると

か、重要な種については、一緒に移植されてしかるべきと思う。保全措置の

書き方を工夫していただきたい。 

 

 

１．予測の見直しとルールの整理 

影響の程度を表す予測結果区分（A～D）は、表 1に示す４段階に区分を見直した。 

また、影響要因（土地の改変、重機の稼働）ごとに結果区分の具体的な分類のルールを定め、

準備書掲載内容との変更事項を整理した。見直し結果を以降に示す。 

 

表 1 予測結果区分の見直し(案) 

準備書 見直し案（評価書） 

 AA： 

影響は極めて大きい 

A： 

影響を受ける 

A： 

影響を受ける 

B： 

影響は小さい 

B： 

影響は小さい 

C： 

影響は極めて小さい 

CD： 

影響は極めて小さい、または、影響はない 

D： 

影響はない 

 

資料 2-13 



2 

（１）土地の改変（生息・生育地の消失または縮小） 

影響の程度について、各種の繁殖確認有無や移動能力の大きさから見直しを図った。見直し結果は、表 2～表 3に示すとおりである。 

 

表 2 予測結果区分の考え方（消失または縮小）【動物（生態系も準ずる）】 

準備書 見直し案（評価書） 

結果区分 該当種 結果区分 評価書記載(案) 分類のルール（内部検討用） 該当種 

 （該当なし） AA： 

影響は極めて大

きい 

・繁殖環境の改変の程度が

大きい。 

・対象事業実施区域内で繁殖を確認し（繁殖の可能性

も含む）、かつ、繁殖環境の改変率注）が 50%以上であ

る種。 

・なお、繁殖環境として特定の限られた条件で繁殖す

る種（コウモリ類）や営巣数が極めて少ない種（猛

禽類等の希少鳥類）については確認された繁殖場所

と対象事業実施区域との位置関係等を考慮。 

（該当なし） 

A： 

影響を受け

る 

（該当なし） A： 

影響を受ける 

・周辺に繫殖環境が広く残

存するものの、繁殖環境

の一部が改変を受ける。 

 

・対象事業実施区域内で繁殖を確認し（繁殖の可能性

も含む)、かつ、繁殖環境の改変率注）が 50%以下であ

る種。 

ﾄﾉｻﾏｶﾞｴﾙ 

ﾅｺﾞﾔﾀﾞﾙﾏｶﾞｴﾙ 

ｼｭﾚｰｹﾞﾙｱｵｶﾞｴﾙ 

コオイムシ 

コガムシ 

B： 

影響は小さ

い 

コチドリ 

ﾄﾉｻﾏｶﾞｴﾙ 

ﾅｺﾞﾔﾀﾞﾙﾏｶﾞｴﾙ 

ｼｭﾚｰｹﾞﾙｱｵｶﾞｴﾙ 

コオイムシ 

コガムシ 

B： 

影響は小さい 

・生息環境の一部が改変を

受ける。 

・対象事業実施区域内で繁殖の確認はなかったが、区

域内に生息環境が分布し、区域内で実際に個体を確

認した種。 

コチドリ 

ﾆﾎﾝｲｼｶﾞﾒ 

ヤマカガシ 

C： 

影響は極め

て小さい 

ﾆﾎﾝｲｼｶﾞﾒ 

ヤマカガシ 他 

CD： 

影響は極めて小

さい、または、

影響はない 

・生息環境の一部が改変を

受ける可能性がある、ま

たは、生息環境の改変を

受けない。 

・改変区域内に生息環境があるが、区域内で個体は確

認されていない種 

・改変区域内に生息環境がない種 

上記以外 

D： 

影響はない 

主に樹林性種、

通過鳥類等 

注）改変率は、調査範囲内（対象事業実施区域から 200m の範囲内）での改変割合である。  
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表 3 予測結果区分の考え方（消失または縮小）【植物】 

準備書 見直し案（評価書） 

結果区分 該当種 結果区分 評価書記載(案) 分類のルール（内部検討用） 該当種 

 （該当なし） AA： 

影響は極めて大

きい 

・改変の程度が大きい。 ・対象事業実施区域内で確認しており、その個体数が全

体のうち 50％以上であった種 

（該当なし） 

A： 

影響を受け

る 

（該当なし） A： 

影響を受ける 

・一部が改変を受けるも

のの、周辺に同程度以

上が残存する。 

・対象事業実施区域内で確認しており、その個体数が全

体のうち 10％以上 50%未満であった種 

（該当なし） 

B： 

影響は小さ

い 

（該当なし） B： 

影響は小さい 

・一部が改変を受けるも

のの、周辺に多くが残

存する。 

・対象事業実施区域内で確認しており、その個体数が全

体のうち 10％未満であった種 

（該当なし） 

C： 

影響は極め

て小さい 

（該当なし） CD： 

影響は極めて小

さい、または、

影響はない 

・改変を受けない。 ・対象事業実施区域内で確認がなかった種 全予測対象種 

D： 

影響はない 

全予測対象種 

注）改変率は、調査範囲内（対象事業実施区域から 200m の範囲内）での改変割合である。 
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（２）土地の改変（工事排水に伴う水の濁り・水の汚れ） 

影響の程度は「8.6 水質」の予測結果をもとに判断しており、「8.6 水質」の予測結果に変更が

ないため、動植物への予測結果にも変更は生じない。 

ただし、前述のとおり予測結果区分を表 1のとおり見直したため、見直し後の結果区分を反映

した。また、結果区分の具体的な分類のルールを定めた。 

 

表 4 予測結果区分の考え方（水の濁り・汚れ①） 

準備書 見直し案（評価書） 

結果区分 該当種 結果区分 評価書記載(案) 分類のルール（内部検討用） 該当種 

  AA： 

影響は極め

て大きい 

・生息・生育環境

が著しく悪化す

る。 

以下全てに該当する場合 

・水質の予測値が現況を上回りかつ環境保

全目標値を満足しない。 

・水の濁り・水の汚れへの耐性が低い種。 

・込田川（St.2、St.3）での確認がなく、

周辺水路（St.1）でしか確認がない種。 

（該当

なし） 

A： 

影響を受け

る 

（該当

なし） 

A： 

影響を受け

る 

・生息・生育環境

が変化する。 

以下の全てに該当する場合 

・水質の予測値が現況を上回りかつ環境保

全目標値を満足しない。 

・水の濁り・水の汚れへの耐性が低い種。 

（該当

なし） 

B： 

影響は小さ

い 

（該当

なし） 

B： 

影響は小さ

い 

・生息・生育環境

が変化するもの

の、その程度は

小さい。 

以下の全てに該当する場合 

・水質の予測値が現況を上回りかつ環境保

全目標値を満足しない。 

・水の濁り・水の汚れへの耐性がある種。 

（該当

なし） 

C： 

影響は極め

て小さい 

全予測

対象種 

CD： 

影響は極め

て小さい、

または、影

響はない 

・生息・生育環境

はほとんど変化

しない、また

は、変化しな

い。 

以下いずれかに該当する場合 

・水質の予測値が現況と同等あるいは環境

保全目標値を満足する。 

・水質の予測値が現況から変化しない 

全予測

対象種 

D： 

影響はない 

（該当

なし） 

 

表 5 予測結果区分の考え方（水の濁り・汚れ②） 

見直し案（評価書） 水質予測 各種の特徴 

結果区分 
現況変動幅 

との比較 
環境保全目標値 

濁り・汚れへの 

耐性 
確認位置 

AA： 

影響は極めて大きい 

× 

（上回る） 

× 

（満足しない） 

× 

（低い） 

× 

（周辺水路のみ） 

A： 

影響を受ける 

× 

（低い） 
－ 

B： 

影響は小さい 

○ 

（高い） 
－ 

CD： 

影響は極めて小さい、また

は、影響はない 

○ 

（同等） 

× 

（満足しない） 
－ － 

× 

（上回る） 

○ 

（満足） 
－ － 

○ 

（同等） 

○ 

（満足） 
－ － 
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（３）重機の稼働（重機の稼働に伴う騒音） 

予測結果には変更は生じないが、予測結果区分を表 1のとおり見直したため、見直し後の結果

区分を反映した。また、結果区分の具体的な分類のルールを定めた。 

 

表 6 予測結果区分の考え方（重機の騒音） 

準備書 見直し案（評価書） 

結果区分 該当種 結果区分 評価書記載(案)・分類のルール 該当種 

  AA： 

影響は極め

て大きい 

・繁殖場所の静寂性が大きく変化すると考えら

れ、繁殖が阻害される。 

（該当なし） 

A： 

影響を受け

る 

（該当なし） A： 

影響を受け

る 

・繁殖場所の静寂性が変化すると考えられ、繁

殖活動に変化が生じる恐れがある。 

（該当なし） 

B： 

影響は小さ

い 

（該当なし） B： 

影響は小さ

い 

・繁殖場所の静寂性が変化すると考えられるも

のの、繁殖活動に変化が生じる可能性は低

い。 

（該当なし） 

C： 

影響は極め

て小さい 

コウノトリ CD： 

影響は極め

て小さい、

または、影

響はない 

・繁殖場所の静寂性が変化する可能性があるも

のの、変化の程度は極めて小さい。 

・繁殖場所の静寂性は変化しない。 

全予測対象種 

D： 

影響はない 

上記以外 
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２．科学的根拠の提示（事例の引用または解析） 

（１）事例の引用 

営巣を確認した猛禽類（オオタカ、ミサゴ、サシバ）に関し、各種の行動圏を文献から参照し、

評価書において、行動圏と対象事業実施区域が重ならないことの説明・追記を行う。 

オオタカでの説明・追記例を表 7に示す。 

 

表 7 予測結果への追記文章案（オオタカ） 

種名 予測結果 結果区分 

オオタカ 

・本種は、調査地域外で繁殖を確認した。 

・巣の位置は対象事業実施区域から2km以上離れており、直接改変は受

けない。また、巣と対象事業実施区域の間には尾根が位置しており、

巣から施設は見えない。 

・なお、「猛禽類保護の進め方（改訂版）-特にイヌワシ、クマタカ、オ

オタカについて－（平成24年環境省）」によると、オオタカの高利用

域は巣からの距離が250～1000mの範囲、営巣中心域は巣から約300m範

囲とされており、当該地域で確認した巣は、対象事業実施区域から十

分離れていると判断できる。 

・対象事業実施区域の草地は、本種の採餌環境となる可能性があり、そ

の一部は消失するものの、周辺に同様の環境が広く残存する。このた

め、本種への影響は極めて小さいと予測した。 

Ｄ 

 

 

（２）解析 

できる限り定量的な予測の実施のため、対象事業実施区域で繁殖を確認した種（可能性も含む）

は、その種の繁殖環境の改変率を算出し、評価書において、概略の改変程度に係る説明を予測結

果に追記する。 

 

表 8 予測結果への追記文章例（ナゴヤダルマガエル） 

種名 予測結果 結果区分 

ナゴヤダル

マガエル 

・本種は、早春季、春季、夏季及び秋季に対象事業実施区域内を含む調

査地域内外の水田や水溜まりで多数を確認した。対象事業実施区域内

を含む広い範囲で幼生や幼体を確認したことから、調査地域で繁殖し

ている。 

・対象事業実施区域の水溜まりは、本種の繁殖環境となっている。周辺

には同様の環境が広く残存するものの、繁殖環境の一部が改変を受け

る。このため、本種は影響を受けると予測した。 

Ａ 
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３．環境保全措置の見直し 

環境保全措置の追加（案）を以下に示す。 

 

 予測結果が「A：影響を受ける」に該当する以下の５種を移殖対象とし、その他にも移殖作

業中に確認した水生生物は、可能な限り移殖を行う。 

 ・トノサマガエル 

 ・ナゴヤダルマガエル 

 ・シュレーゲルアオガエル 

 ・コオイムシ 

 ・コガムシ 

 

 移殖後は速やかに水域に土砂を搬入し、再移入を防ぐよう、工事工程・移殖工程を調整す

る。 

 

表 9 環境保全措置の検討内容（追加項目赤字） 

環境影響要因 環境保全措置の種類 環境保全措置の内容 

土地の改変 

地形改変の最小化 
工事施工ヤードは対象事業実施区域内を利用するなど、土地の

不要な改変を避ける。 

指定希少種の保護・ 

個体の移殖 

敷地内に生息するトノサマガエル、ナゴヤダルマガエル（指定

希少種）、シュレーゲルアオガエル、コオイムシ、コガムシを

工事前に敷地外に移殖する。この時、他に確認した水生生物も

可能な限り移殖する。 

侵入防止 
個体の移殖実施後は、速やかに水域に土砂を搬入し、水生生物

の敷地内への再侵入を防止する。 

調整池の設置 敷地内の雨水を調整池に集めて沈砂後に下流河川へ放流する。 

調整池の浚渫 
調整池における濁水の沈降機能が維持されるよう、定期的な土

砂の抜き取りなど適切な対応に努める。 

地下水湧出量の抑制 
地下躯体工事箇所の掘削工事においては遮水矢板を打設する

などにより、地下水の湧出量（排水量）を抑制する。 

速やかな転圧等 
造成の終わった法面等は、速やかな転圧または養生シートでの

地表面の被覆等を行う。 

重機の稼働 
低騒音型建設機械の

採用 

建設工事に使用する重機（建設機械）は、低騒音型の建設機械

を採用するよう努める。 
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資料 2-14 景観 予測結果の書き方の修正 

 

 

１．景観資源の視認性の変化に係る予測結果 

眺望点から視認できる景観資源がない場合、景観資源の視認性に係る予測は「予測対象外」として、

予測結果文章の説明等を修正します。 

 

 

２．評価書での修正案 

 

＜準備書 P8.10-19＞ 

 

 
  

資料 2-14 
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＜準備書 P8.10-20＞ 

 

以上 



1 

資料 2-15 焼却灰・飛灰の発生量および建設副産物の種類別発生量 

 

 

１．焼却灰・飛灰の発生量および建設副産物の種類別発生量 

（１）焼却灰・飛灰の発生量 

焼却灰・飛灰等の発生量は、2 処理方式における焼却灰・飛灰等の内訳が分かるよう記載します。 

（※詳細は、「２．評価書での修正案」参照） 

 

 

（２）建設副産物の種類別発生量 

温室効果ガスと同様に、建設副産物については、廃棄物の種類ごとの発生量を記載します。 

準備書の表 8.11-5 の廃棄物内訳には、建設混合廃棄物が抜けているため、温室効果ガスに示す廃

棄物内訳が 100％となるよう修正します。 

（※詳細は、「２．評価書での修正案」参照） 
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２．評価書での修正案 

（１）焼却灰・飛灰の発生量 

＜準備書 P.8.11-2＞ 
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（２）建設副産物の種類別発生量 

＜準備書 P.8.11-4＞ 
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資料 2-16 第 10 章 事後調査 

１．評価書での修正案 

＜準備書 P.10-1～2＞ 
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